法人税調査で増加する源泉税トラブルと否認の傾向
　　　　　　　　　　　　　田添　正寿
1． はじめに

　最近の税務調査の傾向として、法人税のみ、あるいは消費税、源泉所得税のみといったような特定の税目ではなく、総合的な調査に重点をおきつつある。これは、各税務署において総合的に税務調査に対応していこうという指針の現れであると思われる。なかでも、源泉所得税に対しては十分な顧問先への指導が必要となってきている。外注費とすべきか、あるいは給与手当とすべきなのか、または外国送金について源泉所得税を控除すべきか否か、またはホステス等への支払の際に必ず源泉所得税を控除しているかといった点である。本稿では、こういった源泉所得税に絡む税務トラブルと否認の傾向、そしてトラブルに巻き込まれないために必要な実務上の留意点、関与先指導のポイントを検討していく。
　２. 雇用か請負か

　「雇用と請負」この問題は古くて新しい問題といえる。従来は、一人親方、あるいは１社専属の下請けに関する問題として取り上げられていたが、ＩＴ関連など自宅で業務可能なサテライト型の業務形態など新しい形態において昨今の問題となりつつある。
　雇用、請負、委任といった人的契約形態はすべて、民法の条文に規定されたものである。それぞれ、条文をひもといてみると雇用：雇用は当事者の一方が相手方に対して労務に服することを約し相手方がこれにその報酬を与ふることを約するによりてその効力を生ず（民法６２３条）と規定されている。民法上の雇用の本質は①雇用は、労務の提供自体を目的とする（他人の労働力の賃借）。②労務者は、使用者の指揮・命令に服し、指定された場所・時間の拘束を受けて労務を提供する（従属労働性）。③労務者は、使用者の承諾なしに自己に代わって第三者を労務に服させてはならない（自己執行義務）。④雇用の報酬は、労働力使用の対価（賃金）であるから、時間給であるのが原則である。ただし、労務の性質により出来高給（歩合給）（その限りで指揮・監督の程度は低くなると解される）によることも可能である。⑤雇用によって製造した物の所有権は、原則として使用者に帰属する。⑥使用者は被用者の不法行為につき、原則として第三者に対する損害賠償責任を負う。とされている。

請負：請負は当事者の一方がある仕事を完成することを約し相手方がその仕事の結果に対してこれに報酬を与ふることを約するによりてその効力を生ず（民法６３２条）と規定されている。民法上の請負の本質は①請負は、労務の結果を目的とする。②請負人は、仕事を完成させることが目的であるから仕事の場所、時間などに関する拘束が、雇用に比べて緩やかである（独立労働性）。③請負人は、下請負人のほか、請負人が雇用した労務者を使用して請負を履行することも妨げられない。④請負の報酬は、仕事の完成後、仕事の目的物の引渡しと引き換えに、仕事の結果に対して支払われるのが、原則である。⑤請負によって製造した物の所有権は、原則として請負人に帰属する。⑥注文者は請負人の不法行為につき、原則として第三者に対する損害賠償責任を負わない。とされている。
　雇用と請負の問題を法律的な観点から捉えた場合においても大きな問題である。例えば、企業の破産における債権の種別の問題がある。つまり、雇用関係から生じた給与債権であれば優先債権として取扱われるが、請負契約であれば、一般債権となり破産配当に大きな格差をもたらす結果となってしまう。また社会保険の問題においても、給与所得であれば加入義務が生じ、請負であれば事業であるため、自営業者としての扱いになる。税務上は、ご承知のとおり、雇用として給与所得であれば、使用者側に源泉所得税の徴収義務が生じ、一方請負として事業所得であれば、外注費となり源泉徴収を要することなく、消費税法上の仕入税額控除の対象となるものである。税法上の雇用と請負の扱いは、消費税法基本通達１－１－１において①その契約に係る役務の提供の内容が他人の代替を容れるかどうか②役務の提供にあたり事業者の指揮監督を受けるかどうか③まだ引渡しを了しない完成品が不可抗力のため滅失した場合においても、当該個人が権利として既に提供した役務にかかる報酬の請求をなすことができるかどうか④役務の提供に係る材料又は用具等を供与されているかどうか。と規定されている。使用者側の納税者としては、当然に請負として扱いたい費用である。源泉徴収義務もない、社会保険の加入対象ではない、仕入税額控除の対象となるとなれば当然企業負担が減るためである。
さて、税務調査において使用者側にとって源泉徴収義務の対象となる給与に該当することなく、請負として税務調査で認められるためには、①企業側と外注先との間に請負契約に基づく関係があること＝すなわち、請負契約書が整備されていること②注文に関する発注書、業務完了書があること③完了に基づく請求書、領収書の整備があること④外注先が、税務上の各種届出を提出し、毎年確定申告を提出していることが外形的にまず必要といえるであろう。④については、外注先の責めに負うべき点であるといえるが、①から③については、企業側が十分に対応できる事項であるためわれわれ税理士が十分に指導をしておく必要があるといえるであろう。
３. 外国法人に支払うソフトウエアの対価
　「非居住者等所得」について従来同様積極的な調査が行われているが、その中でも特に特許権・商標権・著作権・ノウハウ等の工業所有権等の使用料に係る源泉漏れが指摘されている。源泉漏れの多くは、支払者（源泉徴収義務者）である日本企業の認識不足に起因する場合が多く、「権利の使用料」＝非居住者等所得に該当し源泉徴収を要する場合においてついうっかり失念してしまうことがあるようである。
　そこで特に外国法人に支払うソフトウエアの対価が商品の購入代金となるか、あるいは権利の使用料となるかは微妙な判定を要する。これは、契約内容に応じて判定することになるが、単に出来合いのパッケージ商品を輸入したのであれば、洋書や輸入版CD等と同様に著作副生物の購入対価ということで、源泉徴収は要しない。これに対し、著作権法上の「著作物」とされるコンピューター、プログラムを国内において複製・翻訳・貸与する権利を買い取った場合は、文字どおり「外国法人に支払う著作権使用料」に該当し、源泉徴収を要することになる。

　基本的には、「パッケージ商品の所有権は移転するのみで複製・貸与・翻訳・翻案等の権利は移転しない」「購入対価は使用回数・期間等ではなく商品の個数に応じて支払われる」「エンドユーザーに対し商品として販売され、ユーザーはこれを購入することで使用する権利を取得する」などといった契約であれば、著作複製物の購入対価＝源泉徴収不要となる。具体的にその内容が「著作複製物の販売契約」に当たるかどうかは、その契約内容が次に該当するかどうかにより判断することになる。
（１）国外製造者と国内販売者との契約（配給契約）の内容

①販売者は、製造者より製品を購入（製品の所有権が移転）するものであること。

②ソフトウエアの知的所有権は、独占排他的に製造者に専属していること（販売者は、ソフトウエアの複製、貸与、翻訳、翻案等を行う権利を有しないこと）。
③製造者に対する製品の購入の対価の支払いは、使用の多寡（使用回数、使用期間、使用による収益等）に応じたものでないこと。

④販売者は、エンドユーザー対して製品を販売するものであること（ユーザー契約に従い、ユーザーに製品を使用させる権利を与え、実質的に製品の販売と認められる場合を含む。）
（２）国内販売業者と国内のエンドユーザーとの契約（ユーザー契約）の内容

⑤エンドユーザーは、ソフトウエアの複製権を有しないこと（バックアップのための複製等著作権法弟４７条の２の規定により認められた複製物所有者として行う必要最低限の複製等を除く。）

⑥エンドユーザーは、製品を使用する権利を永久に所有しており、実質的に製品を購入するものであること。
　上記の各要件に該当する場合、著作複製物の販売と認められ源泉徴収は要しないこととなる。もし、これらに該当せず使用料に係る債務として支払う必要がある場合には原則として２０％の源泉所得税を徴収し、翌月１０日までに納付しなければならないこととなる。ただし、各国との租税条約により、１０％等に減免される場合があるので注意が必要である。租税条約が結ばれている国への支払いに際しては、租税条約の届出書をあらかじめ所轄税務署へ提出しておく必要がある。

　また使用料についてだけではなく、外国法人、あるいは非居住者に対して不動産の賃貸料等、人的役務の提供事業の対価、給与等の人的役務の提供などについては源泉徴収の義務が生じるケースが多い。したがって、税理士として納税者の海外取引には十分な注意が必要であり、源泉徴収の有無、租税条約の有無を十分に指導しておく必要があると思われる。

　４、ホステス等の報酬・料金
　ホステス等の報酬・料金を支払う場合には、その支払金額から一定の額を控除して源泉所得税を計算することとなる。ホステス等の報酬・料金から徴収する源泉所得税の計算は、支払方法の区分によって異なる。

（1） 日々支払う場合

（報酬・料金の額　―　5,000円）×１０％

（２）１０日ごと、半月ごとのようにあらかじめ計算期間を定めて支払う場合

（報酬・料金の額　―　報酬・料金の計算期間の日数〔注１〕×5,000円）×１０％
〔注１〕計算期間は営業日数
（３）月ごとに支払う場合

（報酬・料金の額　―　その月の日数〔注２〕×5,000円）×１０％

〔注２〕バー等の休日の日数を除く

　ただし、バー等の経営者以外の者から支払われるホステス等に支払う報酬・料金は源泉徴収とはならない。しかし、客からバー等の経営者を通じてホステス等に支払われるものは、バー等の経営者が支払うものとして源泉徴収が必要となる。
　また、注意しなければならないのは、源泉所得税の納期の特例の承認を受けている場合であっても、ホステス等に支払う報酬・料金に対する源泉所得税は、納期の特例の対象とはならないため、その支払った月の翌月１０日までに納付しなければならない。

　税理士としてバー等を顧問先とした場合において、ホステス等として源泉徴収をすべきか、または給与として源泉徴収をすべきかによって源泉額に大きな差異が生じてしまうため十分な指導が必要といえよう。
５、派遣労働者に対する役務の提供の対価とマネキン紹介所に支払う手数料

　労働者派遣業法の下では派遣労働者の役務提供の形態は、派遣元（派遣業者）に雇用されつつ、派遣先から指揮・命令を受けて労働を行うといった特殊なものであるが、派遣労働者は、派遣元との間で雇用契約を締結していることが前提となっているので、派遣元が派遣労働者に支払う役務提供の対価は給与所得に該当し、所得税の源泉徴収が必要となる。
（注）労働者派遣業法によると、労働者派遣とは、①派遣元が常時雇用している労働者のみを労働者派遣の対象とするもの（特定労働者派遣事業）と②あらかじめ派遣元が労働者から登録を受けておき、派遣の都度、その労働者との間で雇用関係を締結するもの（一般労働者派遣）とがあり、「自己の雇用する労働者をその雇用関係の下に、かつ、他人の指揮命令を受けて、他人のために労働に従事させること」をいうとされている。

　一方、マネキン紹介業は労働大臣の許可を必要とする有料職業紹介事業の一つで、自らマネキンを雇用することなく、雇用主の求めに応じてマネキンを斡旋し、その手数料を受取るものである。したがって、マネキンを雇い、その報酬を支払う雇用主側がマネキン紹介所へ支払う場合も、源泉徴収することとなる。
　昨今においては、マネキン紹介業よりも労働者派遣業法の下における役務提供の形態が一般となっているため、派遣元が源泉所得税の徴収義務を負う場合が多いといえる。したがって、納税者に対する税理士の指導としては、マネキン紹介業に該当するのか、あるいは労働者派遣業法に該当するのか把握した上で、源泉徴収の指導をしていく必要があるといえるであろう。

　以上、みてきたように源泉徴収に関して税務調査において非違を指摘されないために税理士が源泉所得税に関する知識を十分につけておくとともに、毎年の税制改正、あるいは昨年改正された日米租税条約に関しても情報収集をしておく必要がある。また、雇用形態や取引形態が多様化していることに伴い、源泉徴収の有無の判定が難しい場合も生じてくると考えられる。納税者の雇用形態や取引に関する契約書等も十分に目を通していく必要があるといえるであろう。
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